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I. 医学および医療の水準の向上への貢献が日本医学会分科会にふさわしいと考えられる貴学会の独自
の活動を以下に留意して記載をしてください。 
a. 特に学術的に重要と考えられるもの 
1965 年に発足した日本新生児学会と 1983 年に発足した日本周産期学会が、2004 年に統合して日本周
産期・新生児医学会となって活動を継続している学会です。本学会は、分娩を取り巻く母児の健康を守
るという、患者さんを中心とした診療科横断的な学会であり、産婦人科、小児科のみならず小児外科、
麻酔科領域をカバーするサブスペシャリティーとして発展して参りました。 
日本の周産期死亡率は、世界でもトップレベルの低さを維持しており、各地域における地域周産期母子
医療センター、総合周産期母子医療センターでの周産期・新生児専門医の活動が大きく関与していま
す。さらに 2007 年に当学会が開始した新生児蘇生法普及事業は、日本蘇生協議会（JRC）の理事加盟
学会として 5年ごとに国際蘇生連絡委員会（ILCOR）に基づいた日本版新生児蘇生法(NCPR)ガイドラ
インを作成してきました。新生児蘇生法普及事業の目指すところは「全ての分娩に新生児蘇生法を習得
した医療スタッフが新生児の担当者として立ち会うこと」であり、周産期死亡率の低下に大きく寄与し
ています。また、早産児の呼吸障害に対する日本で開発された人工サーファクタントは、世界の周産期
医療の発展に重要な足跡を残してきました。 
 
ｂ.当該領域における国際的な役割 
1986 年に第 4 回アジア・オセアニア周産期学会、1991 年に第 1 回国際周産期学会、2003 年に第 6 回
世界周産期学会、2008 年に第 15 回アジア・オセアニア周産期学会を日本で開催してきていて、国際的
な規模での周産期医療の発展に寄与してきました。2023 年に東京で第 22回アジア・オセアニア周産期
学会を開催し、海外から大変多くの参加者を集め、活発な学術的、人的交流が行われました。さらに世
界周産期学会への積極的な関与を行う一方、韓国の大韓周産医学会とは毎年それぞれの学術集会に講
演者を招待し交流を深めています。  
 

ｃ.活動からもたらされる社会的な意義 

学会が事業として推進している NCPR 事業は、全国各地で講習会が開催され、累計講習会開催件数は
24,960 回、受講者数は述べ 233,303 人となっています(2024 年 6 月 12 日現在)。国際蘇生連絡委員会
の改訂に沿って常に世界基準の蘇生技術が伝播され、より多くの新生児の命が救われてきております。
また、全国の周産期母子医療センターで充分なトレーニングを受けた本会の専門医が活躍することで
日本の高いレベルの周産期医療を堅持しています。 
 
 



ｄ.学会運営上留意している点 

本学会は、日本新生児学会（1965 年〜）と、日本周産期学会（1983 年〜）が 2004 年に統合して発足
し、日本新生児学会発足から 60 年となります。現在、会員数は 9,000 名を超す大きな学会であり、母
体・胎児・新生児に関連する医療、医学の水準の維持と向上を通じて、国民の福祉と医療の発展に寄与
することを目的としています。本学会の最大の特徴は、産科、新生児科、小児外科、麻酔科、遺伝科等
多くの診療科の会員が母体・胎児・新生児のために一致団結して診療、研究、教育に取り組んできてい
ます。このような異なる領域の融和に留意しています。 
 
Ⅱ.日本医学会分科会にふさわしいと考えられる貴学会と他の分科会との連携による活動を記載して下
さい． 

本学会が現在第一に直面している問題は、他分科会と同様に医師の労働環境の問題です。特に周産期医
療では 24 時間の即応体制を構築する事が必須であり、今までは先人達の献身的な自己犠牲の下に成り
立って参りました。本学会の DEI 推進委員会でも検討されていますが、周産期に関わる女性医師が子
育てをしながら充分なキャリアーを積んでいけるような労働環境を早急に構築する必要があります。
日本産科婦人科学会、日本小児科学会などの基本領域学会とも協調して、この難関を乗り切りたいと考
えています。 
 
 

 


